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農林水産技術会議事務局研究企画課は，毎年，農林水産分野の独

立行政法人等や都道府県の試験研究機関における人員等の実態を調

査し公表している。

平成 27 年度における農林水産省の所管する農林水産関係の独立

行政法人等 7機関の従業者総数は 5,023 人（平成 27 ／ 17 年度比

0.93）で，うち研究職員は全体の 53％を占め，都道府県に比べ企画

調整や事務関係職員の割合が高い。一方，都道府県 270 機関の従事

者総数は 11,330 人（同 0.80）で，うち 50％が研究職員であり，作

業職員や事業・普及関係の割合が独法に比べ高い。

主な職種別の人員の推移を平成 27 ／ 17 年度対比でみると，研

究を本務とする研究職員数は独法等では約 10％減，都道府県でも

15％減少し，事務関係も同様の傾向にある。ただ，女性研究員の割

合はそれぞれ 19％，15％増えており，任期付き研究員が特に独法で

ほぼ倍増している。また，独法では企画調整関係に従事する研究職

員が約 20％増と増えている傾向にある。作業職員はそれぞれ 15％，

25％減と，さらに減少傾向は顕著である。本調査結果からは，わが

国の農林水産業の発展を支える技術開発を担う研究基盤の弱体化が

懸念される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（K.O）

農林水産関係試験研究機関基礎調査
①　研究職員等の人員の推移

　統計データから

人員数 割合％ 人員数 割合％ 人員数 割合％ 人員数 割合％

研究職員 2,901 53.1 2,662 53.0 0.91 6,640 48.3 5,677 50.1 0.85

　内　女性 343 6.3 411 8.2 1.19 857 6.2 986 8.7 1.15

　内　任期付き 84 1.5 159 3.2 1.89 64 0.5 27 0.2 0.42

作業職員 639 11.7 540 10.8 0.85 2,711 19.7 2,046 18.1 0.75

企画調調整関係 719 13.2 749 14.9 1.04 1,287 9.4 1,119 9.9 0.9

　内　研究職員 298 5.5 354 7.0 1.19 949 6.9 863 7.6 0.91

事業・普及関係 0 0 754 5.5 639 5.6 0.85

事務関係 793 14.5 748 14.9 0.94 1,331 9.7 1,119 9.9 0.84
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